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研究内容は、税務上の新たな手続の創設や新たなサービスの検討等に応用すること

ができます。具体的には、地方自治体における新たな税に係る制度の課題の検討、消

費税法上の新サービスの取扱いを検討する上で有用です。

また、租税手続法等の研修講師を担当することが可能です（近畿税理士会「法学ゼ

ミナール」（「租税手続法の概要と諸問題」（2016 年 8 月））研修講師等）。

応用分野  Application areas

租税手続法や消費税法に関係する分野で、既存の制度の見直しや新たな制度の検討

に関して、事業者（事業者団体）や官公庁の方々との共同研究のご提案をお待ちしてお

ります。

共同研究等へのニーズ  Need for joint research

国税通則法上の税務手続に係る法的問題及び
消費税の課税対象などの法的問題の研究

キーワード 税務調査手続、不服申立手続、消費税法上の課税対象

研究テーマ  Research theme 

■野一色直人「消費税法 30 条 11 項等に
係る仕入税額控除の制限をめぐる法的課
題」税大ジャーナル 31 号（2020 年）
73 〜 89 頁、2020 年

■野一色直人「外国からの徴収共助の要請
に係る法的課題」産大法学 54 巻 1 号、
1 〜 19 頁、2020 年

■野一色直人「給与に対する源泉徴収の現
状とあり方」税研 209 号、39 〜 44 頁、
2020 年

■野一色直人「国税通則法上の新たな情報
照会手続の意義と法的課題」税法学 582
号、67 〜 82 頁、2019 年

■野一色直人「経済的価値を喪失した株式
と譲渡所得の基因となる資産」税研 208
号、83 〜 86 頁、2019 年

■野一色直人「税務上の国際的情報交換
に係る法的課題」国際商取引学会年報
2019 年 第 21 号、230 〜 239 頁、
2019 年

■野一色直人「地方税に係る最近の争訟の
概要と特色－行政不服審査会の答申を素
材として－」産大法学 53 巻 2 号、75
〜 100 頁、2019 年
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